
















０．１％ ６．０％

　償却資産の取得からの経過年数を指標
化した有形固定資産減価償却率は右図の
とおりです。
　連結ベースの数値は、一般会計等の数
値と比べて、減少しています。これは、
連結団体のうち、償却資産の保有量の多
い水道事業で、有形固定資産減価償却率
が、一般会計等のそれぞれの数値に比べ
て低かったことなどによるものです。

　有形固定資産の行政目的別比率は以下のとおりです。
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　有形及び無形固定資産に占める地方債
等の割合を示す社会資本等形成世代間負
担比率は、右図のとおりです。連結ベー
スでは、資産の増加割合以上に地方債が
増加していることから、一般会計等に比
べ増加しました。
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　全体ベースでは、生活インフラ・国土保全について、下水道事業会計に係る資
産を連結したことにより増加しています。
　また、連結ベースでは、環境衛生及び消防について、一般廃棄物処理を行って
いる尾三衛生組合、常備消防を行っている尾三消防組合を連結したことにより、
割合が増加しています。
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一般会計等

（６）人口１人あたり経常行政コスト
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　令和８年１月１日現在の住民基本台帳
人口（９４，５３３人）一人あたりの経
常行政コストは、右図のとおりです。
　一般会計等に、国民健康保険事業、後
期高齢者医療保険事業、介護保険事業、
下水道事業を加えた全体ベースは、一般
会計等と比べて約１．４倍となっていま
す。
　また、連結ベースでは、水道事業、一
般廃棄物処理事業、消防事業を加えたこ
となどにより、全体ベースと比べて約
１．２倍となっています。

　経常費用に占める使用料及び手数料な
どの経常収益の割合を示す受益者負担率
は右図のとおりです。
　全体ベースでは、下水道事業会計が令
和２年度から追加され、低く抑えられた
一般会計等よりも全体ベースの方が上昇
しました。
　一方で、連結ベースでは、一般会計等
及び全体ベースのそれぞれより増加して
いますが、これは、水道事業の使用料が
加わったことなどによるものです。
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